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議案第１８号

令和７年度板倉町一般会計予算

令和７年度板倉町一般会計予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６，５００，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項間の流用。

令和７年３月６日提出

板倉町長 小野田 富康
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第２表 債務負担行為

事項 期間 限度額

農 業 近 代 化 資 金 等 利 子 補 給 借入年度から ２．０％以内

返済年度まで

中小企業設備近代化資金利子補給 借入年度の次年度 所定の利率で計算した

から３年以内 額の１／３以内



第３表　地 方 債

（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共事業等債 6,300
（県営五箇谷地区ほ場整備事業）

公共事業等債 700
(県営城沼水路地区整備事業)

公共施設等適正管理推進事業債 22,500
（道路長寿命化事業）

公共事業等債 5,600
(橋梁長寿命化事業)

緊急防災・減災事業債 16,000
（群馬県防災情報通信ネットワークシス
テム衛星回線整備工事市町村負担金）

計 51,100

 証書借入、
普通貸借 
又は

証券発行

年4.0％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金につい
て、利率の見
直しを行った
後において
は、当該見直
し後の利率）

　公的資金に
ついては、そ
の融資条件に
より、銀行そ
の他の場合に
はその債権者
と協定するも
のとする。
　ただし、町
財政の都合に
より据置期間
を短縮し、又
は繰上償還若
しくは低利に
借換えするこ
とができる。

－ 7 －



○　歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書 　３　歳　　出　････････････････････････････52

　１　総　　括　･････････････････････････････10 　　 (１)　議　会　費　･･････････････････････52

　２　歳　　入　･････････････････････････････12 　　 (２)　総　務　費　･････････････････････56

　 　(１)　町　　税　････････････････････････12 　　 (３)　民　生　費　･････････････････････104

　　 (２)　地 方 譲 与 税　･････････････････14 　　 (４)　衛　生　費　･････････････････････132

　 　(３)　利 子 割 交 付 金　･･････････････16 　　 (５)　労　働　費　･････････････････････148

　 　(４)　配 当 割 交 付 金　･････････････16 　　 (６)　農 林 水 産 業 費　･････････････････････150

　　 (５)　株式等譲渡所得割交付金　･････････18 　　 (７)　商　工　費　･････････････････････164

　 　(６)　法人事業税交付金　･････････････18 　　 (８)　土　木　費　･････････････････････170

　 　(７)　地方消費税交付金　･････････････18 　　 (９)　消　防　費　･････････････････････186

　　 (８)　ゴルフ場利用税交付金　･････････18 　　(10)　教　育　費　･････････････････････190

　　 (９)　環境性能割交付金　･･･････････ 20 　　(11)　災 害 復 旧 費　･････････････････････246

　　(10)　地方特例交付金　･･･････････････20 　　(12)　公　債　費　･････････････････････248

　　(11)　地 方 交 付 税　･････････････････20 　　(13)　諸　支　出　金　･････････････････････250

　　(12)　交通安全対策特別交付金　････････20 　　(14)　予　備　費　･･････････････････････254

　　(13)  分担金及び負担金　････････････････22 ○　給 与 費 明 細 書　･･････････････････256

　　(14)  使用料及び手数料　･･････････････24

　　(15)  国 庫 支 出 金　･･････････････････28

　　(16)　県　支　出　金　････････････････････32

　　(17)  財　産　収　入　･････････････････40

　　(18)　寄　附　金　･･････････････････････42 　   等に関する調書　 ・・・・・・・・・・・・・・・262

　　(19)　繰　入　金　･･････････････････････42

　　(20)  繰　越　金　･･････････････････････44

　　(21)　諸　収　入　･････････････････････････44

　　(22)　町　　債　･･･････････････････････････　　50 　　　関する調書 268

　　　要する経費 269

目　　　　　　　　次

○ 債務負担行為で翌年度以降にわ

たるものについての前年度末まで

での支出額又は支出額の見込み

及び当該年度以降の支出予定額

○ 地方債の前々年度末における現

在高並びに前年度末及び当該年

度末における現在高の見込みに

･･･････････････････・・

○ 地方消費税交付金（社会保障財

源化分）が充てられる社会保障

４経 費そ の他 社会 保障 施策 に

･･･････････････････・・

－8－



























































































































































































































































１　特別職 （単位：千円）

職員数 報酬 給料 期末手当 その他の 計 共済費 合計 備考
（人） 年間支給 手当

率(月分)
2 0 16,660 7,840 60 24,560 4,171 28,731

4.60
12 33,744 0 15,523 0 49,267 8,702 57,969

4.60
371 23,188 0 0 0 23,188 0 23,188

385 56,932 16,660 23,363 60 97,015 12,873 109,888

3 0 18,570 8,450 0 27,020 2,471 29,491
4.50

12 33,660 0 15,147 0 48,807 9,463 58,270
4.50

313 21,279 0 0 0 21,279 0 21,279

328 54,939 18,570 23,597 0 97,106 11,934 109,040

△ 1 0 △ 1,910 △ 610 60 △ 2,460 1,700 △ 760
0.10

0 84 0 376 0 460 △ 761 △ 301
0.10

58 1,909 0 0 0 1,909 0 1,909

57 1,993 △ 1,910 △ 234 60 △ 91 939 848

２　一般職
（１）総括 （単位：千円）

職員数 報酬 給料 職員手当 計 共済費 合計 備考
（人）
115

130 243,852 484,690 371,737 1,100,279 203,170 1,303,449
119

125 215,033 460,750 341,331 1,017,114 186,998 1,204,112
△ 4

5 28,819 23,940 30,406 83,165 16,172 99,337

区分
期末勤勉

手当
管理職
手当

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

本年度 293,600 24,780 12,850 4,950 6,290 2,010 25,617

前年度 265,050 24,840 12,730 5,630 6,760 2,010 22,711

比較 28,550 △ 60 120 △ 680 △ 470 0 2,906

区分
宿日直
手当

管理職員特
別勤務手当

地域手当

本年度 1,500 20 120

前年度 1,450 20 130

比較 50 0 △ 10

給与費明細書

給与費
区分

給与費
区分

長　等

議　員

その他の
特別職

計

長　等

議　員

その他の
特別職

計

長　等

議　員

その他の
特別職

計

本年度

前年度

比  較

本
年
度

前
年
度

比
較

職員手当
の 内 訳

－ 256 －

　ア　会計年度任用職員以外の職員

職員数 報酬 給料 職員手当 計 共済費 合計 備考
（人）

0
130 484,690 278,737 763,427 149,856 913,283

0
125 460,750 263,731 724,481 145,458 869,939

0
5 23,940 15,006 38,946 4,398 43,344

備考　（）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

区分
期末勤勉

手当
管理職
手当

扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務
手当

時間外
勤務手当

本年度 200,600 24,780 12,850 4,950 6,290 2,010 25,617

前年度 187,450 24,840 12,730 5,630 6,760 2,010 22,711

比較 13,150 △ 60 120 △ 680 △ 470 0 2,906

区分
宿日直
手当

管理職員特
別勤務手当

地域手当

本年度 1,500 20 120

前年度 1,450 20 130

比較 50 0 △ 10

　イ　会計年度任用職員

職員数 報酬 給料 職員手当 計 共済費 合計 備考
（人）
115

0 243,852 0 93,000 336,852 53,314 390,166
119

0 215,033 0 77,600 232,888 41,540 267,638
△ 4

0 28,819 0 15,400 103,964 11,774 122,528
備考　（）内は、一週間当たりの通常の勤務時間が短い職員数（外書き）

区分
期末勤勉

手当

本年度 93,000

前年度 77,600

比較 15,400

給与費
区分

給与費
区分

本年度

前年度

比  較

本年度

前年度

比  較

職員手当
の 内 訳

職員手当
の 内 訳

－ 257 －



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（３）給料及び職員手当の状況
　ア　職員１人当たり給与

　イ　初任給

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考
（千円） （千円）

給料 23,940

職員 30,406
手当

区分 一般行政職 技能労務職

平均給料月額（円） 301,948 256,200

平均給与月額（円） 334,901 258,200

平 均 年 齢 （歳） 43.2 61.0

平均給料月額（円） 308,166 256,200

平均給与月額（円） 341,653 258,200

平 均 年 齢 （歳） 44.1 60.0

区分 一般行政職（円） 技能労務職（円） 国の制度
一般行政職（円） 技能労務職（円）

高校卒 188,000 188,000 188,000 188,000

大学卒 220,000 220,000 220,000 220,000

給与改
定に伴
う増減
分

12,533

昇給に
伴う増
加分

5,014 平均昇給率　1.2％ 昇給月　昇給職員数
　 1月  112人　

その他
の増減
分

6,393 予算上の職員数の増

制度改
正に伴
う増減
分

18,193 期末勤勉手当の支給月
数の改正による増

その他
の増減
分

12,213 予算上の職員数の増

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

－ 258 －

　ウ　級別職員数
区分

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

１級 １級
10 8.6 0.0

２級 ２級
12 10.3 0.0

３級 ３級
51 44.0 1 100.0

４級 ４級
24 20.7 0.0

５級 ５級
9 7.8 0.0

６級 ６級
10 8.6 0.0

計 計
116 100.0 1 100.0

１級 １級
8 6.8 0.0

２級 ２級
12 10.3 0.0

３級 ３級
52 44.4 1 100.0

４級 ４級
24 20.5 0.0

５級 ５級
11 9.4 0.0

６級 ６級
10 8.6 0.0

計 計
117 100.0 1 100.0

備考　（）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

（級別の標準的な職務内容）
区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

主事 主事 主任 主査
一般行政職 副主幹 主幹

技師 技師 技師 技師

一般行政職 技能労務職

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

－ 259 －



　エ　昇給
合計

一般行政職 技能労務職

（人） 130 129 1

（人） 120 120 0

１号給 （人） 6 6

２号給 （人） 15 15

３号給 （人） 9 9

４号給 （人） 60 60

５号給 （人） 30 30

６号給 （人）

（％） 92.3 93.0 0.0

（人） 112 111 1

（人） 103 103 0

１号給 （人） 4 4

２号給 （人） 12 12

３号給 （人） 4 4

４号給 （人） 56 56

５号給 （人） 27 27

６号給 （人）

（％） 92.0 92.8 0.0

　オ　期末手当・勤勉手当
支給率計 職制上の段階、 備考

６月 12月 職務の級等に
（月分） （月分） （月分） よる加算措置
1.200 1.200 2.400
2.300 2.300 4.600 有
1.175 1.175 2.350
2.250 2.250 4.500 有
1.200 1.200 2.400
2.300 2.300 4.600 有

備考　（）内は、再任用職員の支給率

区分 代表的な職種

職　　 員 　　数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）

職     員     数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）

区分 支給期別支給率

本 年 度

前 年 度

国の制度

号給数別内訳

号給数別内訳

本
年
度

前
年
度

－ 260 －

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当
区分 20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の 最高限度 その他の 備考

者（月分） 者（月分） 者（月分） （月分） 加算措置等

支給率等 24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期

退職特例措置
(3%～45%加算)

国の制度
（支給率）

24.586875 33.270750 47.709000 47.709000
定年前早期

退職特例措置
(3%～45%加算)

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当
全職種

一般行政職 技能労務職

0.42 0.42 0.00

29.57 29.57 0.00

　ケ　その他の手当

区分

扶養手当

住居手当

通勤手当

支　  給　  対　  象　  地　  域 前橋市

支　　　　　給　　　　　率（％） 4

支　給　対　象　職　員　数（人） 1

国の指定基準に基づく支給率（％） 4

区分 代表的な職種

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
（令和７年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称 　災害応急作業等手当

国の制度との異同 差異の内容

同

同

同

－ 261 －



農 業 近 代 化 資 金 等
利 子 補 給 2.0%以内

（平成25年度～令和６年度）

公 共 施 設 Ａ Ｅ Ｄ 賃 借 料 令和４年度から
3,000 1,753

（令和３年度） 令和６年度まで

中 央 公 民 館 昇 降 機 令和４年度から
保 守 点 検 業 務 委 託 料 3,432 2,061

（令和３年度） 令和６年度まで

わ た ら せ 自 然 館 令和４年度から
警 備 業 務 委 託 料 1,400 840

（令和３年度） 令和６年度まで

板 倉 ゴ ル フ 場 賃 借 料 令和５年度から
221,970 44,390

（令和４年度） 令和６年度まで

戸 籍 シ ス テ ム 令和５年度から
ハ ー ド ウ ェ ア 賃 貸 借 料 24,200 5,642

（令和４年度） 令和６年度まで

戸籍 シス テム ク ラウ ド利 用 料 令和５年度から
29,601 11,840

（令和４年度） 令和６年度まで

小中学校校務支援システム使用料 令和５年度から
22,000 9,953

（令和４年度） 令和６年度まで

土 地 改 良 施 設 維 持 管 理 令和５年度から
適 正 化 負 担 金 19,415 8,219

（令和５年度） 令和６年度まで

庁 内 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム
保 守 委 託 料 2,924 令和６年度 1,462

（令和５年度）

 債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
 又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前年度までの支出（見込）額
事　　　　　　項 限　度　額

期　　　間 金　　　額

- 262 -

（単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
令和７年度 令和12年度 672 177
令和８年度 令和13年度 581 133
令和９年度 令和14年度 458 90 2,807
令和10年度 令和15年度 344
令和11年度 　～18年度 249

1,247

1,371

560

167,040 10,540

18,558

17,761

12,047

11,196

1,462

当該年度以降の支出予定額 左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

令和７年度から
1,247

令和８年度まで

令和７年度から
1,371

令和８年度まで

令和７年度から
560

令和８年度まで

令和７年度から
177,580

令和14年度まで

令和７年度から
18,558

令和９年度まで

令和７年度から
17,761

令和９年度まで

令和７年度から
12,047

令和９年度まで

令和７年度から
11,196

令和９年度まで

令和７年度 1,462

期　　　間 金　　　額 一般財源

103
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総 合 老 人 福 祉 セ ン タ ー
管 理 運 営 委 託 料 75,000 令和６年度 24,852

（令和５年度）

地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー
管 理 運 営 委 託 料 82,818 令和６年度 26,184

（令和５年度）

障害 者デ イサ ー ビス セン タ ー
管 理 運 営 委 託 料 42,036 令和６年度 13,766

（令和５年度）

電 子 申 請 シ ス テ ム 使 用 料
2,679 令和６年度 425

（令和６年度）

農 地 台 帳 シ ス テ ム リ ー ス 料
3,618 令和６年度 317

（令和６年度）

自 治 体 シ ス テ ム 標 準 化 ・
共 通 化 対 応 業 務 委 託 料 9,000

（令和６年度）

小 学 校 ス ク ー ル バ ス
運 行 管 理 委 託 料 220,000

（令和６年度）

タ ブ レ ッ ト 導 入 事 業 通 信 料
4,407

（令和６年度）

一般廃棄物収集運搬業務委託料
45,000

（令和６年度）

資 源 物 収 集 運 搬 業 務 委 託 料
44,000

（令和６年度）

びん ・か ん類 資 源化 再生 利 用
処 理 業 務 委 託 料 9,000

（令和６年度）

前年度までの支出（見込）額
事　　　　　　項 限　度　額

期　　　間 金　　　額
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（単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

50,148

56,634

28,270

2,254

3,301

9,000

220,000

4,407

45,000

44,000

9,000

当該年度以降の支出予定額 左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

令和７年度から
50,148

令和８年度まで

令和７年度から
56,634

令和８年度まで

令和７年度から
28,270

令和８年度まで

令和７年度から
2,254

令和11年度まで

令和７年度から
3,301

令和11年度まで

令和７年度 9,000

令和７年度から
220,000

令和11年度まで

令和７年度から
4,407

令和11年度まで

令和７年度 45,000

令和７年度 44,000

令和７年度 9,000

期　　　間 金　　　額 一般財源
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住基 ネッ ト機 器 更改 賃貸 借 料
12,540

（令和６年度）

法 改 正 に 伴 う 戸 籍 ふ り が な
通 知 書 作 成 業 務 委 託 料 2,700

（令和６年度）

（一財）渡良瀬遊水地ｱｸﾘﾒｰｼｮﾝ
振興財団の債務にかかる損失補償 64,944

（令和６年度）

前年度までの支出（見込）額
事　　　　　　項 限　度　額

期　　　間 金　　　額
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（単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

12,540

2,700

64,944

当該年度以降の支出予定額 左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

令和７年度から
12,540

令和12年度まで

令和７年度 2,700

令和７年度 64,944

期　　　間 金　　　額 一般財源
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（単位：千円）

前 々 年 度 末 前 年 度 末
当 該 年 度 中 当 該 年 度 中

当 該 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 現在高見込額
起 債 見 込 額 元金償還見込額

 １　普　　　 通  　 　債 1,244,857 1,138,031 51,100 147,804 1,041,327

  (1) 総　  　　　　務 449,008 403,346 0 41,019 362,327

  (2) 民　　　　　　生 6,000 4,823 0 1,200 3,623

  (３) 衛   　　　　 生 22,023 19,409 0 2,666 16,743

  (４) 農　　  　　　林 225,749 202,012 7,000 32,801 176,211

  (５) 土  　　　　　木 191,156 190,933 28,100 35,820 183,213

  (６) 消　　　　　　防 301,813 279,517 16,000 22,863 272,654

  (７) 教　  　　　　育 49,108 37,991 0 11,435 26,556

 ２　そ　　　 の  　　 他 2,546,742 2,340,894 0 262,425 2,078,469

  (1) 減税補てん債 6,913 3,339 0 2,342 997

  (2) 臨時財政対策債 2,524,429 2,323,057 0 259,181 2,063,876

  (3)減収補てん債 15,400 14,498 0 902 13,596

合　　　　計 3,791,599 3,478,925 51,100 410,229 3,119,796

　　　　　　　地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

　　　　　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書　　　　

当 該 年 度 中 増 減 見 込 額

区　　　　　   分

－　268　－

（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 184,364 千円
　　　※地方消費税交付金 338,000千円の22分の12に相当する額

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

経費

国  県
支出金

地方債 その他

地方消費税
交付金（社
会保障財源
化分）

その他

福祉タクシー利用補助事業
＜福祉タクシー利用補助金＞

1,740 473 1,267

老人保護措置事業
＜老人保護措置委託料＞

2,729 573 586 1,570

敬老祝金支給
＜敬老祝金扶助＞

10,514 1 2,859 7,654

在宅要介護高齢者等紙おむつ給付 3,540 963 2,577

介護用車両購入費補助 100 27 73

介護慰労金支給事業 3,000 120 783 2,097

更生医療費給付
＜更生医療給付費＞

11,580 8,685 787 2,108

育成医療費給付
＜育成医療給付費＞

90 67 6 17

療養介護医療費給付
＜療養介護医療給付費＞

1,008 756 69 183

地域生活支援
＜役務費、指定管理委託料を除く＞

17,574 5,634 3,248 8,692

重症心身障害者等短期入所助成事業 324 88 236

難聴児補聴器購入支援事業 231 115 32 84

障害児（者）住宅改造費補助 500 300 55 145

腎臓機能障害者等通院交通費補助 557 278 76 203

特定医療費（指定難病）受給者等
見舞金支給事業

3,960 1,077 2,883

要医療重症心身障害児（者）
訪問看護支援事業

120 60 16 44

障害介護給付費
＜扶助費＞

311,453 233,400 21,229 56,824

障害児給付費
＜扶助費＞

45,416 34,062 3,088 8,266

子育て支援金支給事業 4,540 1,235 3,305

病児病後児保育事業 250 68 182

母子・父子家庭児童入進学等
支度金支給事業

490 133 357

チャイルドシート購入費補助事業 200 55 145

児童手当支給事業（手当費） 213,270 191,510 5,918 15,842

小　　計 633,186 474,987 0 574 42,871 114,754

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる
社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

1,338,024

財源内訳
事業名 特定財源 一般財源

社
会
福
祉
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【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

経費

国  県
支出金

地方債 その他

地方消費税
交付金（社
会保障財源
化分）

その他

財源内訳
事業名 特定財源 一般財源

後期高齢者医療事業
＜療養給付費負担金＞

151,114 41,101 110,013

後期高齢者医療事業
＜保険基盤安定繰出金＞

46,903 35,177 3,189 8,537

国民健康保険特別会計繰出金
＜保険基盤安定繰出金＞

99,741 70,759 7,883 21,099

国民健康保険特別会計繰出金
＜未就学児均等割保険税繰出金＞

570 427 39 104

国民健康保険特別会計繰出金
＜産前産後保険税繰出金＞

40 30 3 7

国民健康保険特別会計繰出金
＜出産育児一時金等繰出金＞

2,000 544 1,456

国民健康保険特別会計繰出金
＜財政安定化支援事業繰出金＞

7,095 1,930 5,165

国民健康保険特別会計繰出金
＜福祉医療ﾍﾟﾅﾙﾃｨ分繰出金＞

2,505 681 1,824

介護保険特別会計繰出金
＜介護給付費繰出金＞

158,263 43,045 115,218

介護保険特別会計繰出金
＜地域支援事業繰出金＞

4,638 1,261 3,377

介護保険特別会計繰出金
＜低所得者保険料軽減繰出金＞

11,299 8,473 769 2,057

小　　計 484,168 114,866 0 0 100,445 268,857

福祉医療費支給事業＜福祉医療扶助＞ 100,870 49,385 2,160 13,416 35,909

養育医療費支給事業＜養育医療扶助＞ 480 360 33 87

健康増進事業＜健診委託料＞ 1,882 6 510 1,366

健康増進事業（補助）＜健診委託料＞ 1,883 1,112 210 561

がん対策強化推進事業
＜がん検診委託料＞

23,321 880 6,104 16,337

がん検診総合支援事業（補助）
＜がん検診委託料＞

255 207 13 35

妊婦・乳幼児健診事業
＜各種委託料＞

5,999 440 1,512 4,047

妊婦・乳幼児健診事業
＜受診料・交通費扶助＞

78 55 6 17

法定予防接種事業
＜予防接種委託料・医療扶助＞

72,688 524 8,300 17,370 46,494

任意予防接種町単独助成事業 3,702 1,007 2,695

不妊症及び不育症治療費助成事業 750 204 546

産後ケア事業 2,520 900 441 1,179

骨髄移植ドナー助成事業 140 70 19 51

出産・子育て応援事業 5,514 5,207 83 224

がん治療者医療用補正具購入費助成事業 300 81 219

小児若年がん治療者在宅療養支援事業 288 144 39 105

小　　計 220,670 58,404 0 11,346 41,048 109,872

1,338,024 648,257 0 11,920 184,364 493,483合　　　計

社
会
保
険

保
健
衛
生
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